
日本作業科学研究会会則 

第１章 総則 

（名 称） 

第１条 本会は「日本作業科学研究会」（Japanese Society for the Study of Occupation）と称する。 

（目 的） 

第２条 本研究会は、作業科学の研究推進と学問的発展を目的とする。 

（事 業） 

第３条 本研究会は、次の事業を行う。 

1. 学術大会の開催 

2. 情報の配信 

3. 会員個人による研究交流の推進  

4. その他 前条の目的達成に必要と認められる事業 

第２章 会員 

（会員と入会） 

第４条 会員は、本研究会の目的に賛同するもので次の者をもって構成する。 

1. 正会員：個人で所定の様式（別記第１号様式の 1）にて入会手続きを行い、当該年度の会費を納め

たもの。 

2. 学生会員：個人で所定の様式（別記第 1号様式の 2）にて入会手続きを行い、当該年度の会費を納

めた学生（大学院生を含む）。 

3. 名誉会員：この研究会に顕著な功労があり，理事会が推薦し，定期総会において承認をうけたも

の。 

（会員の権利） 

第５条  

1. 会員は研究を学術研究会等で発表・講演することができる。 

2. 会員は総会において、議決に参加することができる。 

3. 会員は本研究会の企画するその他の行事に参加することができる。 

4. 会員は本研究会の発行する配布物を受けることができる。 

（任意退会） 

第６条 

   1.   会員は、個人で所定の様式（別記第１号様式の 3）にて退会届を提出することにより、任意でい

つでも退会することができる。 

第３章 学術大会大会長 

（学術大会大会長） 

第７条 第３条１項の事業を行うための学術大会大会長は、正会員の中から選任し、原則として担当する年

度の２年以前に行う。 

  学術大会大会長は学術大会の企画・運営を必要に応じ本部事務局と連絡をとりながら行う。 

第４章 役員 

（役 員） 

第８条 本研究会に次の役員を置く。 



1. 会 長 

2. 副会長 

3. 理 事：７～１０名 

4. 監 事：２名 

5. 事務局員 

（役員の選出） 

第９条 

1. 会長は、理事の中から理事会において互選する。 

2. 副会長は、理事の中から理事会において互選する。 

3. 理事及び監事は、正会員の中から総会において選出する。 

4. 事務局長は、会長によって理事の中から選任する。 

5. 選挙管理運営委員は、理事会において会員の中から選出する。 

6. 事務局員は事務局長によって会員の中から選任する。 

（役員の任期） 

第１０条 

1. 役員の任期は、１期２年とする。但し、５期以内の再任を妨げない。理事が会長になった場合，

会長になった時点から３期以内の再任を妨げない。 

2. 役員に欠員が生じた場合は理事会の議を経て、これを補充することができる。 

3. 補充により選任された役員の任期は、前任者の残任期間とする。  

（役員の任務） 

第１１条 

1. 会長は本会を代表し、会務を総括する。 

2. 副会長は会長を補佐し、会務を分掌する。また、会長に事故ある時は、会長の職務を代行する。 

3. 理事は、理事会を構成し、本会の目的達成のために会務を分掌し執行する。 

4. 事務局長は、本会の事務的業務を統括する。 

5. 監事は会計を監査し、意見、提案を述べることができる。 

第５章 選挙 

（選挙管理運営委員会） 

第１２条  

1. 会則第９条３項に規定する選挙を行うため、選挙管理運営委員会をおく。 

（選挙管理運営委員会の構成） 

第１３条  

2. 選挙管理運営委員会は、理事以外の３名により構成する。 

3. 委員長および委員の選任は、会則第９条５項に従うものとする。 

（選挙公示と立候補の締め切り） 

第１４条  

1. 選挙管理運営委員会は、投票日の６０日以前に、選挙期日、選挙すべき役員の定数及び立候補の

受付期間を公示し、立候補を受け付けなければならない。ただし、立候補の締め切り日は投票日

の４０日前とする。 

2. 郵送による立候補の届け出は，締め切り日までの消印があるものを有効とする。 



（立候補の届け出） 

第１５条  

1. 理事及び監事の選挙に立候補しようとする正会員は、文書でその旨を選挙管理運営委員長に届け

出なければならない。この場合の書式は、別記第２号様式に準じて作成するものとする。 

2. 推薦による立候補は、２～３名の推薦者を必要とし、推薦者の代表が文書で届け出るものとする。

その書式は別記第３号の様式の１に準じて作成するものとする。この場合は、本人の承諾書を添

えるものとする。その書式は、第３号様式の２に準じて作成するものとする。 

（理事会による立候補の推薦） 

第１６条 立候補者が定数に満たない時は、理事会が定員の同数の候補者を推薦する。その書式は別記 

 第４号様式の１に準じて作成するものとする。この場合本人の承諾書を添えるものとする。 

 その書式は第４号様式の２に準じて作成するものとする。 

（届け出受理証の発行） 

第１７条 選挙管理運営委員会は、第１５条及び第１６条による届け出に対し、届け出受理証を発行しなけ 

 ればならない。その書式は別記第５号様式に準じて作成するものとする。 

（立候補に伴う選挙管理運営委員の退任と補充） 

第１８条 選挙管理運営委員が立候補したときは、委員の資格を失う。この場合は、欠員を補充しなければ

ならない。 

（選挙の方法） 

第１９条 選挙は、総会において出席者の直接無記名投票により行う。 

（選挙用紙の様式） 

第２０条 投票用紙は、選挙管理運営委員会指定のものとする。 

（投票の順序と投票の様式） 

第２１条 役員の選挙と投票の様式は次のとおりとする． 

1. 理事（７～１０名記号式投票） 

2. 監事（２名記号式投票） 

（開票立会人） 

第２２条 開票に際し立会人２名をおく。立会人は、選挙管理運営委員長が指名する。 

（有効投票） 

第２３条 有効投票数は、投票総数の３分の２以上なくてはならない。 

（無効投票） 

第２４条 次の投票は無効とする。 

1. 規定の記号以外のものを記載したもの 

2. 定められた欄以外の場所に記載したもの 

3. 第２１条に規定する数を越える記載をしたもの 

（当選人の確定） 

第２５条  

1. 得票数の多い者より順次当選を決める。 

2. 当選人を決めるに当たり得票数が同じであるときは、選挙会場においてくじで定める。 

（無投票当選） 

第２６条 立候補者数が定員と一致した場合は、無投票当選とする。 



（選挙運動） 

第２７条 選挙運動は次のとおりとする。 

1. 選挙管理運営委員会は、候補者の氏名、意見等を掲載した選挙公報を１回発行しなければならな

い。 

2. 候補者及び推薦者代表が、選挙公報に氏名、意見等の掲載を希望するときは、その掲載文を文書

で選挙管理運営委員会に申請しなければならない。 

第５章 会議 

（会議の種類） 

（総会） 

第２８条  

1. 定期総会は、原則として年１回開催する。 

2. 定期総会は会長が招集し、理事会が運営する。 

3. 定期総会は、委任状を含めた会員の３分の１をもって成立し、議決は参加委員及び委任状を持っ

て参加会員の過半数の同意を持って成立する。 

4. 定期総会の議長は総会の中から選出する。 

（定期総会の審議事項） 

第２９条 

1. 理事及び監事の選任 

2. 議案、及び事業の承認 

3. 予算、及び決算の承認 

4. 会費に関する事項 

5. 規約の変更に関する事項 

6. その他 理事会が必要と認めた事項 

（理事会） 

第３０条 

1. 理事会は当分の間、年１回以上開催する。 

2. 理事会は過半数の理事の出席を持って成立し、議決は出席者の過半数の同意を必要とする。可否

同数の場合は、議長の決するところとする。 

3. 理事会の議長は会長がこれにあたる。 

（理事会の業務） 

第３１条 本会の目的達成のため理事会は次の業務を行う。 

1. 理事会は事業計画を立案しその執行に当たる。 

2. 理事会は、必要に応じて役割担当を決定し、その執務に当たる。 

（事務局） 

第３２条  

1. 事務局長は会の一切の事業、会計、外渉を掌握し、会長、副会長及び理事会に報告し、連携を図

る。 

2. 事務局長は、事務局員の中に会計担当を選び、理事会に承認を得る。 

3. 会計担当は、会費、事業に伴う収入、寄付金その他の収入支出の業務に当たり、事務局長の管理

の下に年１回以上の会計監査資料を作成する。 



 

第６章 資産及び会計 

（資産と経費） 

第３３条 

1. 本研究会の資産は、会費、事業に伴う収入、寄付金、その他の収入によって構成され、経費は資

産によってまかなう。 

（予算・決算） 

第３４条 

理事会は事業計画に基づいて、予算を編成し、前年度の事業報告、収支決算を作成して、監事の監査に

基づき総会の承認を得るものとする。 

第３５条 

本研究会の会計年度は毎年７月１日より始まり６月３０日に終了する。 

（会費） 

第３６条 

1. 正会員：年会費 3,000円 

2. 学生会員：年会費 1,000円 

3. 名誉会員：年会費 なし 

4. 既納の年会費及びその他の拠出金は返還しない。 

5. 会費の改訂は総会において決定する。 

6. 会員は年度初め２ヶ月以内に当該年度の会費を納入するものとする。 

（会則の変更） 

第３７条 

  この会則は、総会の議決がなければ変更できない。 

第７章  

（附 則） 

1. この会則は平成１８年１２月２日から施行する。 

2. 本会の事務局は、当分の間、北海道札幌市中央区南３条西 17 丁目（〒060-8556 札幌医科大学保

健医療学部作業療法学科内）に置く。 

3. この会則は平成２３年９月２４日から一部改正により施行する。 

4. この会則は平成２３年１２月２７日から一部改正により施行する。 

5. 本会の事務局は、平成２４年３月２２日から当分の間、広島県三原市学園町１番 1号（〒723-0053 

県立広島大学保健福祉学部作業療法学科内）に置く｡ 

6. この会則は平成２８年１２月３日から一部改正により施行する。 

7. 事務局は、平成２８年１２月４日から当分の間、北海道札幌市中央区南１条西１７丁目（〒060-8556 

札幌医科大学保健医療学部作業療法学科内）に置く。 

8. この会則は平成３０年１２月８日から一部改正により施行する。 

9. この会則は令和２年９月１１日から一部改正より施行する。 


